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公的年金制度において考えるべき２つの課題
―生活保護制度及び少子化―
安　岡　匡　也†
概要
　本稿は老年期の生活保障のために存在する年金制度と全世代に対して最低生活を保障するた
めに存在する生活保護制度について簡単な制度説明を行う。それを踏まえた上で、年金制度と
生活保護制度が併存することにより年金保険料支払いをしないモラルハザードが存在し、その
ようなモラルハザードをどのように解消することができるのかを考察する。結果として、年金
の給付水準を高めることによってモラルハザードを回避することが可能であるが、児童手当を
増加させて出生率を引き上げることで年金の給付水準を高めることが可能である。また、年金
給付を公債発行によってある程度賄っているとしても出生率の引き上げで財政の持続可能性を
満たすことができる。
1、はじめに
　日本における公的年金制度は、老年期の生活を送るのに必要な所得を保障する役割を果たし
ている。日本の年金制度の体系は次の図のように示される。
図1：年金制度の体系（厚生労働省（2009）『平成21年版厚生労働白書』より抜粋）
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　いずれの被保険者も全て国民年金（基礎年金）に加入する（1階部分）。そして、民間会社員
は厚生年金保険、公務員等は共済年金保険にも加入する（厚生年金保険や共済年金保険は2階
部分と言われるものである）。この1階部分と2階部分が公的年金であり、加入が義務付けられ
ている。
　国民年金には3タイプの被保険者が存在する。
①第１号被保険者
　自営業者、農業者、学生等は第1号被保険者となる。第１号被保険者は、収入に関わらず、
定額の国民年金保険料を支払う。国民年金保険料は平成29年度まで毎年上がる予定であり、最
終的には16900円となる。また、給付として受け取ることのできる老齢基礎年金はおよそ80万
円程度である（平成21年度では満額で792100円）。
②第２号被保険者
　厚生年金に加入する民間会社員や共済年金に加入する公務員等は第２号被保険者となる。厚
生年金や共済年金は給料等に対して一定の保険料率が掛けられて保険料が決まる。この保険料
の中には国民年金への保険料も含まれている。なお、保険料率は平成29年度まで毎年上がる予
定であり、最終的には18.3%となる。ただし、保険料率は労使折半であり、保険料は加入者本
人と事業主が折半して負担する。
③第３号被保険者
　第２号被保険者に扶養されている20歳以上60歳未満の配偶者は第３号被保険者となる。第３
号被保険者は自ら保険料を負担する必要はない（配偶者が加入する厚生年金または共済年金が
負担する）。
　これまで述べたように、年金制度には国民年金の他に厚生年金などが存在し、さらに国民年
金には３タイプの被保険者が存在する。本稿では特に国民年金（基礎年金の中で老齢基礎年
金）、そして第１号被保険者に注目する。
　国民年金は20歳で加入し、第１号被保険者は60歳になるまでの40年間保険料を払い続ける。
保険料を40年間納めた場合は原則として65歳より満額の老齢基礎年金を受け取ることができ
る。老齢基礎年金を受給できる資格を得るためには、25年以上の加入期間が必要である。この
加入期間には
①国民年金の保険料を納めた期間
②国民年金保険料の免除、学生納付特例等の納付猶予を受けた期間
③昭和36年４月以後の厚生年金保険の被保険者および共済組合の組合員であった期間
④第３号被保険者であった期間
⑤国民年金に任意加入しなかった期間（合算対象期間（カラ期間））
が含まれる。保険料を満額納めていれば満額の老齢基礎年金給付が受けられるが、そうでなけ
れば満額の年金給付を受けることができない。例えば、年金保険料は生活保護受給者の場合は
法定免除である。生活保護受給者出ない場合でも、申請を行うことにより所得の大きさに応じ
て保険料の免除の大きさが決定される。このような保険料の免除に応じて老齢基礎年金給付は
減額される。
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図２：老齢基礎年金の計算式１（平成21年度）（社会保険庁（2009）『国民年金・厚生年金保険
老齢基礎年金・老齢厚生年金　平成21年度版』より抜粋）
　第２号被保険者のように厚生年金に加入している場合は、所得に応じて年金保険料もより多
く負担しなければならないが、年金給付もそれに応じて多くなる。しかしながら、第1号被保
険者の場合は、年金保険料が所得に関わらず固定的であるが、給付はそれほど大きくない。
 
図３：老齢年金給付月額（平成19年度末）（出所：厚生労働省（2009）『平成21年版厚生労
働白書』）
　公的年金の存在が、老年世代の貧困への転落を防いでいる効果は非常に大きいことが、橘
木・浦川（2006）で示されている。しかしながら、第1号被保険者が老年期において豊かな生
活を送るためには、老齢基礎年金だけでは足りず、私的貯蓄などを現役期において十分にして
おく必要がある。しかしながら、現役期において恵まれた就業環境になかった場合、現役期に
おいて十分な貯蓄をすることができず、公的年金のみに頼らざるを得ない。また年金保険料の
免除などにより公的年金の保険料を十分に払っていない場合、老齢基礎年金給付を十分に受け
ることができないため、老年期において生活を送ることができないと考えられる。
　しかしながら、一方で最低限度の生活を保障する目的で日本には生活保護制度がある。資力
調査（ミーンズテスト）を経て、最低限度の生活を送るのに必要な所得を受け取ることができ
る。生活保護法3条で、「この法律により保護される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水
準を維持することができるものでなければならない」と規定されている。また、生活保護法4
条で「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その
１ 平成21年４月分以降である。３月分までとは計算方式が異なる。
老齢基礎年金平均年金月額 5.8万円
老齢（退職）年金平均年金月額（老齢・退年相当) 17.6万円
厚生年金保険 16.7万円
国家公務員共済組合 22.1万円
地方公務員共済組合 22.8万円
私立学校教職員共済 21.5万円
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最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる」と規定されており、最後
の手段として生活保護制度が活用されるべきことを示している。
　高齢者世帯の生活を支える制度として年金制度があるが、それが十分に機能しておらず、年
金制度では十分な生活を送ることができないということをデータは示している。生活保護制度
においては8種類の保護があり、それぞれ単給あるいは併給される。生活保護費は下記のよう
に決められる。
図４：生活保護費の決め方（厚生労働省（2009）『平成21年版厚生労働白書』より抜粋）
　高齢夫婦世帯の生活扶助基準を見ると、１級地－１では121940円、３級地－２では94500円
である（平成21年度）。２この額はいずれも第１号被保険者が40年間保険料を払い続けた場合
に得られる年金給付年額よりも大きく、例え国民年金を40年間払ったとしても、他に貯蓄もな
く、扶養してくれる子どもなどもいなければ、生活保護を受給する状況となり、国民年金だけ
で豊かな老後の生活を送ることはできないことを示している。
　実際に高齢化率（65歳以上人口割合）の上昇とともに、生活保護受給世帯に占める高齢者世
帯の割合は増加している。昭和50年では7.9%であった高齢化率は平成17年では20.1%にまで上
昇した。また、昭和50年度では31.4%であった生活保護受給世帯に占める高齢者世帯の割合は
平成17年度では43.5%にまで上昇した。３これらのデータは高齢化の進行とともに生活保護受
給世帯となる高齢者も増加していることを示しており、年金制度が老年期の生活を保障する役
割を十分には果たしていないことを意味している。
　公的年金には以上のように老年期の生活を保障する役割を十分には果たしていないことを示
したが、公的年金制度と生活保護制度が併存することにより別の問題が発生していると考えら
れる。生活保護については、困窮に至った理由はどうであれ、保護を行うことが前提とされて
おり、国民年金をしっかり払うことができたのに国民年金を払わなかった者と国民年金を払い
たくても払うことができなかった者の間に差を設けることは原則として許されない。前者はい
わゆるモラルハザードであり、モラルハザードによる未納を防ぐことは必要である。一方で国
２ １級地－１は東京や大阪などの大都市を指し、３級地－２に近いほど金額が小さくなる。
３ これらのデータは平成21年版厚生労働白書による。
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民年金の納付率（国民年金の保険料について、納付すべき月数に対する実際に納付された月数
（累計）の割合）については、近年低下傾向が見られ、昭和51年度では96.4%であった納付率
は平成20年度では62.1%にまで低下している。
　ただ、モラルハザードによる未納は存在すると考えられるが、阿部（2004）は、未加入、未
納の要因としては、流動性制約要因が最も大きいとしている。すなわち、十分な所得を得るこ
とができないために保険料を支払うことができないのである。一方で制度不信感の要因はデー
タからは検証されなかったと主張している。しかしながら、現行の生活保護制度が公的年金制
度と代替的になっていることもあり、この点のモラルハザードが存在することも否めない。
　本稿でははじめに、最低限度の所得を保障する生活保護制度のために若年世代において全く
貯蓄を行わず、生活保護制度を利用するというモラルハザードが存在すること、例え公的年金
が存在していても、公的年金を利用せず生活保護制度を利用してしまうことを示す。しかしな
がら、公的年金の給付額がある程度大きければ公的年金に加入して公的年金の給付を老年期に
受けることを希望し、モラルハザードを防ぐことができる。
　後半では、少子化により均衡予算では十分な年金を給付できない場合に公債発行によって年
金給付をある程度保障する政策が持続可能かどうかを検討する。公債発行による年金制度が持
続可能となるためには児童手当を十分に与えて出生率を増加させなければならないことを明ら
かにした。
　生活保護制度を利用するというモラルハザードを防ぐために、そして少子高齢社会において
の公債発行による年金給付が持続可能となるためにはいずれにしても出生率が増加することが
必要である。出生率が増加すればこれら2つの問題は解決され得る。
２. 生活保護制度と公的年金
　生活保護制度と公的年金の関係についての分析は、阿部・國枝・鈴木・林（2008）『生活保
護の経済分析』においてまとめられている。本節ではそれを元に説明した後、公的年金に加入
し年金保険料を支払うインセンティブが発生するためのもう１つの仕組みを提示する。
　阿部・國枝・鈴木・林（2008）『生活保護の経済分析』の「第３章公的扶助の経済理論Ⅱ：
公的扶助と公的年金」に示されているように、日本における生活保護制度と公的年金（厚生年
金）の関係は、図に示されているような最低所得保障方式の年金制度と同じように考えること
ができる。図は所得比例年金制度の例を示している。公的年金の保険料を若年期に支払った場
合、受給資格があれば老年期に年金給付を受けることができる。この時、支払った年金保険料
が少ないために受け取る年金給付が少ないとしても、最低所得を下回れば、この最低所得保障
方式の年金制度ではその差額を受け取ることができる。なお、最低所得保障方式は生活保護制
度と置き換えて考えることもできる。老年期に受け取る年金給付が基準生活費として考えられ
る最低所得に満たなければ、その差額が生活保護給付として受け取ることができる。
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図５：生活保護制度の導入
　保険料を多く納めれば納めるほど、より多くの年金をもらうことができる。しかしながら、
保険料が少ない場合は受け取る所得比例年金も少ないため、老年期の生活保障の観点から生活
保護給付を与える必要がある。例えば、Bの水準しか保険料を払っていない場合、BCの年金給
付が得られるが、それに加えて政府からCDの生活保護給付が得られる。全く保険料を納めて
いない場合（年金保険料を払うべきなのに払わない）でもOAの生活保護給付を受けることが
でき、Eの水準以下の保険料を払うのであれば最初から払わない方が得となる。この制度では
老年期に得られる年金給付が最低所得水準を超えるものであれば年金保険料を納めるインセン
ティブが存在するが、年金保険料を納めても年金給付が最低保障所得を下回るならば、その保
険料を納めず、若年期においてその分を消費に回し、老年期は最低生活を送るための満額の生
活保護受給を受ける方が、個人の効用の観点から最適な行動になるために、年金保険料を納め
ないというモラルハザードが発生する。すなわち、生活保護制度の存在が個人の年金支払いを
妨げ、生活保護給付の受給を選択する貧困の罠に陥いらせると言える。
　また、若年世代において十分な所得が得られず、年金保険料を免除されている場合、国民年
金の満額の給付を受けることができず、老年期においても生活保護給付を受けることになる
が、これはモラルハザードとは異なる。もちろん、現行のような最低所得保障する生活保護制
度が若年世代の労働供給のインセンティブを阻害し、その結果本来ならば年金保険料を納める
べき者が年金保険料を納めず、若年期においても老年期においても生活保護給付を受けると
いったモラルハザードも存在する。この場合、Friedman （1962）により主張された負の所得
税といったような制度を取り入れることによって労働供給のインセンティブをある程度回復さ
せることができる。
　このような若年期における労働供給については今回は触れず、老年期における年金制度の在
り方を考えたい。若年期に十分な所得があるのにも関わらず年金保険料を納めないようなモラ
ルハザードを防ぐ一つの方法として、生活保護給付を最低所得を保障するものではなく、最低
生活保障部分を所得の上昇とともに減らしていくものの、年金保険料を支払って年金給付を得
る時の効用が、全く納めない場合の最低保障所得を得る時の効用に比べて多くなるような制度
に改めていくべきものと考える。
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図６：逓減的な最低保障給付制度
　Bの保険料を払った場合、BCの年金給付に加えCDの生活保護給付を得る。全く保険料を支
払わなかった場合、OAの生活保護給付を受ける。給付を受けた後の総所得を比べれば、年金
保険料を支払った場合の方が大きいので、年金保険料を支払うインセンティブが発生する。
　しかしながら、負の所得税制度のような最低生活保障部分を逓減させる制度を導入すること
によって年金支払いをしっかりと行わせてモラルハザードを回避することができるものの、別
の制度を考えることもできる。それは本質的にはベーシックインカムの導入と変わらない。年
金の純給付額（＝給付額－支払額）を得るときの効用が生活保護給付を得るときの効用に比べ
て大きくなるように、年金の純給付額を設定すれば良い。
　この政策が上手くいくためには年金の給付を多くする必要がある。中途半端な年金給付の大
きさであれば、相変わらず年金保険料を支払わずモラルハザード問題を解消することができな
い。モラルハザード問題を解消するためには年金保険料を支払った者に対して、たくさんの年
金給付を与えることである。
図7：モラルハザードを防ぐ年金給付水準
４ ベーシックインカムとは、各国民に就業や所得状況などとは無条件で支払われることが保障された所得であ
る(Fitzpartrick (1999))。
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　図７を用いてモラルハザードを防ぐ年金給付水準について考える。個人は若年期と老年期の
２期間生存し、それぞれの期において消費を行う。効用関数を次のように仮定する。
ただし、ｃ1は若年期の消費、ｃ2は老年期の消費を示す。図７の無差別曲線とはある効用水準
を達成するために必要な消費の組み合わせを示している。政府が何も関与しない場合の予算制
約式は次のように示される。
ただし、ｒは利子率、ｗは賃金率を示す。この予算制約式は図７のDGに対応する。このモデ
ル経済では若年期のみ非弾力的に１単位の労働を供給し、老年期は貯蓄を取り崩して生活する
ことが仮定されている。この時、家計は図７のAの消費の組み合わせを選択する。
　ここで政府が、老年期に貯蓄がない人で生活に困っている人を救う目的で老年期にはCの消
費水準を達成させるために、生活保護給付を行うとする。この生活保護給付は老年期に貯蓄が
あろうとなかろうと関わらず、給付後の所得水準がBDになるように給付を行うとする。この
場合、モラルハザードが発生する。すなわち、老年期に最大BDの給付が得られるのであれば、
若年期に貯蓄を行わず、老年期に生活保護給付をBDだけもらった方が効用が大きくなるため
に、個人は貯蓄を行おうとしない。
　しかしながら、若年期に賃金以上に借入を行えない制約の下で、年金純給付水準（＝年金給
付の割引現在価値－年金保険料）をEFに設定すれば、BDの生活保護給付を受け取る場合と効
用水準が無差別になる。この時、若年期において貯蓄が行われ、モラルハザードが無くなるこ
とが分かる。また、このような年金給付を導入することによって、政府はBHの分だけ政府支
出を減らすことができる。
　ただ問題は、どのようにしてこのような年金純給付水準を達成させることができるかであ
る。それについては次節で検討する。
3. 少子化と公的年金
　前節では年金給付を多く与えることによって若年期において十分な所得があるにも関わらず
年金保険料を支払わず老年期において生活保護給付を受けるというモラルハザードを防ぐこと
ができることを説明した。
　しかしながら、このような制度を運営するためには豊かな財源が必要である。このような財
源をどのように賄うかは非常に重要な問題である、例えば、年金給付を大きくするために年金
保険料を大きくすることは年金の純給付が減るために年金保険料を支払って年金給付を得るイ
ンセンティブが弱くなり、年金保険料を支払わなくなってしまう。また、若年期に得られる労
働所得に対する課税を行うことによって年金給付に充てることも可能である。そして、消費課
税によってその財源を年金給付に充てることも可能であるが、その場合、個人の消費は減少す
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るためにそのような犠牲を伴う。
　一方で、公債発行で年金給付の財源を充て、それが持続可能であれば個人の効用を低下させ
ることなく、さらにモラルハザードを防ぐために年金給付を多く行うことができる。若年世代
１人から徴収する年金保険料をpとする。そして、老年世代1人に対する年金給付をTとする。
毎期の年金保険料と年金給付が均衡しなければならないという均衡予算のもとでは、
すなわち
が成立する。なお、  は若年世代の人口、  は老年世代の人口、  は世代間人口比
率である。均衡予算の下では、世代間人口比率によって年金保険料ｐか年金給付Ｔのどちらか
を変化させなければならない。従って、均衡予算の下では必ずしも十分な年金給付ができると
は限らず、モラルハザードを防ぐための年金制度を構築することができない。一方で公債発行
が可能であれば、年金給付をある程度自由に決めることが可能である。公債発行が可能な場合
の予算制約式は次のように示される。
すなわち
ここで世代間人口比率が時間を通じて一定とすると
 
である。ここで  は若年世代１人当たり公債残高である。年金給付が年金保険料に比べ
て大きい場合、例えば、 　　　  であれば（この状態をプライマリーバランス赤字と呼ぶこと
にする）、１人当たり公債残高が一定の水準に収束するためには１＋ｒ<ｎが成立していなけ
ればならない。すなわち、人口成長率が利子率に比べて大きくなければ、プライマリーバラン
ス赤字となるような年金給付を多く行うことができない。もし人口成長率が利子率に比べて小
さい状態でプライマリーバランス赤字となる年金給付を続ければ１人当たり公債残高は永遠に
増加し続ける。これは財政の持続可能性を満たすものと考えることができないので、このよう
な政策を行うことはできない。
　そこで財政の持続可能性を満たすためには人口成長率を増やす必要があると考えられる。例
え、プライマリーバランスが赤字であっても、人口成長率が利子率より高い場合は１人当たり
公債残高は一定の水準に収束する。また、人口成長率が高ければプライマリーバランスを黒字
化することも可能である。以下では出生率内生化モデルを用いて、児童手当といった子どもの
数に応じて所得を与える政策により高水準の年金給付を与え続けることが可能であることを示
す。出生率内生化モデルについては、子どもの数が効用最大化の観点で決定されるというモデ
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ルであり、子どもを消費財と扱うか投資財と扱うかで決定される子どもの水準は当然に異なる
が、ここでは子どもを消費財として扱う。５子どもを消費財として扱った下での賦課方式年金
制度を分析したものとしては小塩（2001）や Groezen, Leers and Meijdam（2003）など多く存在
する。なお、以下では Yasuoka（2009）を元にして説明を行う。
　各個人の効用関数  を次のように仮定する。
ここで  は子どもの数、  は若年期の消費、  は老年期の消費を示す。各個人は若年期に
労働を１単位供給し、賃金ｗを得る。その労働所得を育児費用、若年期の消費、そして老年期
に消費を行うための貯蓄に配分する。子どもを１人育てるために必要な費用はｚと仮定する。
政府は若年期に保険料ｐを徴収し、老年期にＴの年金給付を与える。さらに政府は子ども１人
につきｑの児童手当を与える。この時、予算制約式は次のように示される。
 
予算制約の下で効用最大化問題を解くことにより家計の選択する子どもの数（出生率）は次の
ように示される。
　この子どもの数とパラメータの関係について説明する。分母のｚ－ｑは子どもを持つことの
純費用を意味する。ｚの増加は当然に子どもの数を減らすが、ｑの増加は子どもを持つことの
費用を低下させるので子どもの数を増やす。また分子の括弧内は現在価値で測った家計の総所
得を示しており、総所得が増加すると子どもの数は増加する。ただし、総所得や児童手当の増
加がどの程度子どもの数を増加させるかは子どもを持つことに対する選好パラメータαに依存
する。子どもを持つことにあまり魅力を感じないような場合（αが低い場合）、児童手当が大
きく増えたとしても子どもの数はあまり増えないことが分かる。
　政府は児童手当を公債発行で賄うことができるとすると、政府の予算制約式は次のように示
される。
　１人当たり公債残高が一定の水準に収束するためには、２つの条件が満たされていなくては
ならない。１つ目の条件は１＋ｒ<ｎである。この条件は次のように示すことができる。
５ 子どもが消費財として扱うというのは、子どもを持つことによって単に効用が直接的に増加するというもの
として扱うということである。一方で子どもを投資財として扱うというのは、子どもを持つことによって費
用はかかるものの、将来子どもからの所得支援が得られるものとして扱うということである。
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　もう１つの条件は切片が正である条件、すなわち である。この条件は次のように示すこと
ができる。
　しかしながら、プライマリーバランスが赤字であったとしても、ｑを増加させることで１人
当たり公債残高は長期的には一定の水準に収束し、財政の持続可能性は満たされるものと考え
られる。
　従って、保険料負担の増加を伴わない年金給付の引き上げを行ったとしても、児童手当を多
く与えることによって１人当たり公債残高が長期的には一定の水準になるような財政の持続可
能性を満たすようになる。
図８：１人あたり公債残高の収束
　以上で得られた結果を図８を用いて説明する。プライマリーバランスが赤字で利子率に比べ
て出生率が小さい場合、１人当たり公債残高の動学方程式は図８の破線のように示される。こ
のとき、任意の初期時点の１人当たり公債残高が与えられた場合、１人当たり公債残高は時間
を通じて増加し続ける。しかし児童手当をさらに与えることによりプライマリーバランスの赤
字が拡大するものの、利子率に比べて出生率が大きくなれば１人当たり公債残高はｂの水準に
収束する。
　本節では、公的年金の保険料を支払わず、老年期において生活保護に頼るというモラルハ
ザードを防ぐための十分な年金給付が児童手当を与えて出生率を増加させることによって可能
であることを示している。また、出生率が増加することにより１人当たり公債残高は長期的に
一定の水準に収束し、財政の持続可能性を満たす。従って、児童手当により出生率を引き上げ
ることは、十分な年金給付を与えること、財政の持続可能性の観点から必要である。
４. まとめ
　本稿は、公的年金制度のおいて考えるべき2つの課題について考察した。１つは生活保護制
度の存在のために年金給付を得るための保険料を支払わず、老年期に生活保護を受給するとい
うモラルハザードについてである。モラルハザードを防ぐためには、保険料を納めることによ
り給付が多く得られる制度に改めるべきことを示した。しかしながらこの給付を保険料で賄っ
た場合は、純給付が低下するために保険料を納めないというモラルハザードを回避することが
できない。もう１つは、少子化である。少子化によって十分な保険料収入を集めることができ
ず、給付を固定している限り公債残高は増加せざるを得ない。しかしながら、児童手当を公債
発行で与えることによって、最終的には１人当たり公債残高は一定の水準に収束し、財政の持
続可能性を満たすようになる。
　このことは、財政の持続可能性を満たすもとでは、年金保険料に比べて年金給付を多く与え
るためには児童手当を同時に与えることが必要であることを示している。年金給付を多く与え
ることは年金保険料を納めないというモラルハザードを回避することができる。　本稿は、少
子化対策を十分に行うことにより財政の持続可能性を満たすもとでモラルハザードを回避する
ための年金給付を行うことができることを示しており、公的年金を取り巻く2つの課題は少子
化対策を行うことによりともに解決されるものである。
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